
海外安全対策情報（２０１３年１０月～１２月）

１ 一般犯罪・凶悪犯罪

（１）盗難・強盗事件

警察は(10月22日)、鉄パイプを所持した強盗に襲撃される事件が首都カンパ

ラ以外の地域に拡大していることから、夜間外出時は十分注意するよう呼びか

けました。被害者の多くは、ボダボダ(バイクタクシー)の運転手ですが、駐車

場配置の警備員が殴殺された後、駐車中のバイクを一度に持ち去る事件も発生

しているため、犯人は集団で行動している可能性が高いと警察は見ています。

なお、当地主要のムラゴ病院には、鉄パイプで殴打され搬送されてくる負傷者

が月100名以上おり、なかには死亡するケースも発生しています。このため、夜

間における地方への移動は極力控えて頂くとともに、カンパラとエンテベ空港

を結ぶ幹線道路についても十分注意する必要があります。

○ジンジャ県(Jinja)

報道によると(11月14日)、他人名義のATMカード10枚を所持していた男性が、

警察に逮捕されました。警察は同男性に対し、入手ルート及び余罪を追及して

います。

○カンパラ県(Kampala)

報道によると(12月18日)、警察がクロックタワー(Clock Tower)周辺を一斉捜

査したところ、約100名の犯罪者を逮捕し、携帯電話およびATMカード等の盗難

品を多数押収しました。同地区は、スリ・窃盗等軽犯罪が多発しているため、

警察は市民に対し十分注意するよう呼び掛けています。

（２）殺人事件

○ナカピリピリティ県(Nakapiripirit)

10月17日未明、武装強盗がソマリア国籍の実業家を殺害した後、金品を略奪

する事件が発生しました。

○ムベンデ県(Mubende)

11月17日未明、武装強盗がTropical Microfinance配置の警備員を射殺した後、

武装していた小銃を略奪する事件が発生しました。

○トロロ県(Tororo)

報道によると(12月23日)、妻が夫の食事に毒を混入し夫を殺害するという事

件が発生しました。ウガンダ警察の統計によると、2011年に発生した殺人事件

1987件の内、413件が毒殺によるもので殺害手口の第1位となっています。見知

らぬ人物から提供された飲食物については絶対に口にしないよう十分注意して



ください。

○カルング県(Kalungu)

12月28日未明、鉄パイプで殴殺された男性の遺体が発見されました。また、

被害者が経営していた店舗の金庫から金品が窃取されており、警察は、強盗殺

人事件として捜査を進めています。

（３）強姦事件

○アルア県(Arua)

報道によると(10月21日)、Chongquing International Cooperationで勤務し

ていた中国国籍の男性が、同社で勤務していた女性調理員を強姦したことによ

り、警察に逮捕されました。

○ジンジャ県(jinja)

報道によると(11月13日)、パキスタン国籍の経営者が16歳女性従業員を強姦

したことにより、警察に逮捕されました。

○イガンガ県(Iganga)

警察発表(11月19日)によると、10月に63件の強姦事件が発生しており、9月の

43件から更に20件増加しました。イガンガ県は、ウガンダ国内において強姦事

件が多発している地域であり、その他事件が発覚していないケースもあること

から、実際はそれ以上の女性が被害に遭っているものと思われます。

２ テロ・爆弾事件発生状況

テロ・爆弾事件は発生していません。しかし、ウガンダにおけるテロの脅威

は依然として高く、外務省は 10 月 17 日、ウガンダに対しテロの脅威に係る注

意喚起として、渡航情報(スポット情報)を発出しました。

(http://www2.anzen.mofa.go.jp/info/pcspotinfo.asp?id={%countrycd%}&infoc
ode=2013C434)
また、米国務省は 10月 15 日(米国東部時間)、9月に発生したケニアのショッ

ピング･モール襲撃事件と類似のテロ攻撃が首都カンパラでも近い将来発生す

る可能性があるとして、米国民に対し注意喚起を行いました。

(http://kampala.usembassy.gov/sm101513.html)
他方、報道によると(10月3日)、アル・シャバーブ関係者で国際指名手配され

ているMartin Mueller(別名：Ahmed Khaled)(ドイツ国籍)がウガンダへ入国し

た旨報じられており、治安当局は同容疑者の入国目的がウガンダでのテロ攻撃

ではないかと捜査態勢を強化しました。



３ 誘拐・脅迫事件発生状況

誘拐・脅迫事件が発生したという情報には接していません。

４ 日本企業の安全に関わる諸問題

対日感情が良好なこともあり、日本企業であることを理由に標的にされる可

能性は低いです。

以上


